（様式第２号）
事　業　計　画　書

	事業所種別
	

	事業所名称(仮)
	

	定員
	登録　　　人　　通いサービス　　　人　　宿泊サービス　　　人

	整備予定地の状況
	確保形態
	□ 法人自己所有（ □ 取得済　□ 取得予定　　　年　　月頃 ）　

□ 法人(設立発起人等を含む)関係者所有（法人へ貸与）

（□ 取得済　□ 取得予定　　　年　　月頃）(貸借期間 約　　年間）

□ 第三者所有（法人へ貸与）

（□ 取得済　□ 取得予定　　　年　　月頃）(貸借期間 約　　年間）

	
	敷地面積
	㎡　
	現況地目
	

	
	用途地域
	
	建蔽率
	％ 
	容積率
	% 

	
	規制等との関係
	農業振興地域 （□ 無　□ 有）　開発行為規制　（□ 無　□ 有）

環境関係規制 （□ 無　□ 有）　文化財関係規制（□ 無　□ 有)

防災関係指定地域（□ 無　□ 有〔　　　　　　　　　　　　　　〕）

	
	
	※整備計画が各規制等にかからない場合は、無として下さい。規制にかかる場合は、規制の種別、関係機関との協議状況、対応方法等を任意様式に記載し添付して下さい。（防災関係の指定地域に立地する場合は、整備上の規制が無い場合も、その種別を記載して下さい。）


	
	立地状況
	近隣住宅との距離 約　　　ｍ、複数戸隣接住宅との距離 約　　　ｍ

	建物概要
	確保形態
	□ 法人自己所有（ □ 取得済　□ 取得予定　　　年　　月頃 ）　

□ 法人(設立発起人等を含む)関係者所有（法人へ貸与）

（□ 取得済　□ 取得予定　　　年　　月頃）(貸借期間 約　　年間）

□ 第三者所有（法人へ貸与）

（□ 取得済　□ 取得予定　　　年　　月頃）(貸借期間 約　　年間）

	
	
	※取得とは、新築整備等を含みます。

	
	整備形態
	□ 法人が新築　　　□ 法人(設立発起人等を含む)関係者が新築

□ 法人が改修　　　□ 法人(設立発起人等を含む)関係者が改修

□ 第三者が新築　　□ 第三者が改修

	
	構造・配置
	（建物全体）　　　　　造　　階建　内（当該事業所部分）　　階

	
	建物面積
	建物全体
	延床　　　㎡（　階　　㎡、　階　　㎡、　階　　㎡）

	
	
	当該事業所部分
	延床　　　㎡（　階　　㎡、　階　　㎡、　階　　㎡）

	
	設備状況(面積・数等）
	居間・食堂
	□ 仕切有　□ 仕切無
	合計面積　　 ㎡又は　　 畳

	
	
	宿泊室
	　　　室　　一室当りの平均面積　　 ㎡又は　　 畳

(個室以外の部屋　 室、二人部屋　 室、居間兼用室　 室)

	
	
	浴室・脱衣所
	　　 ㎡
	便所
	　　箇所、一箇所当り平均　　 ㎡）

	
	
	設置予定防火・非常災害設備、その他設備
	

	併設事業所等
	□ 無　□ 有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）


	事業所運営に係る事項
	(1) 小規模多機能型居宅介護事業を行おうとした動機・理由

	
	

	
	(2) 事業所整備予定地を選定した理由

	
	

	
	(3) 施設整備に当たっての基本方針

	
	

	
	(4) サービス提供に当たっての理念（基本的な考え方）

	
	

	
	(5)（4）の理念を実現するための具体的なサービスの内容・提供方法

	
	①入浴に関する取り組み

②排せつに関する取り組み

③食事（提供・介護）に関する取り組み

④要介護状態軽減等への取り組み

⑤個人情報・プライバシーの確保に対する対応



	事業所運営に係る事項
	⑥虐待防止・身体拘束廃止に対する考え方・取り組み

⑦事故防止・緊急時（急変等）の対応に関する取り組み

⑧衛生管理・感染症に関する取り組み

⑨防災・災害発生時の対応に関する取り組み

⑩サービスの質の向上への取り組み



	
	(6)地域住民との良好な関係の構築方法及び協力体制・交流の内容

　（運営推進会議、現状の地域との関係、事業説明の状況等含む）

	
	□事業計画説明済（□了承済　□了承未済）　　□事業計画説明未済

（説明済の場合　時期　　年　　月　対象者　　　　　　　　　　　　　　　）

　※今回の応募には必須ではありませんが、選定された場合、地元の同意書、説明会の会議録を提出いただきます。既に取得・作成済みの場合は、提出下さい。

	
	(7) 施設整備、事業運営に当たって行う環境への配慮内容

	
	


※欄が足りない場合は、適宜拡張いただくか、別紙に記載し添付いただいても結構です。
	事業所運営に係る事項
	(8)利用料等の設定について

	
	食費　　      円/日(朝食　　 円、昼食　　 円、夕食　　 円、その他　　 円）

	
	宿泊費　      円/日

	
	その他利用に必要な費用（介護保険自己負担分を除く）の項目及び額
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	(9)介護保険事業等収益事業以外の事業及び取り組み（行政、地域への貢献等）

	
	

	従業者の配置・確保計画
	

	
	
	職種
	常勤職員
	非常勤職員
	

	
	
	
	専従
	兼務
	専従
	兼務
	

	
	
	管理者
	
	
	
	
	

	
	
	介護支援専門員
	
	
	
	
	

	
	
	看護職員
	
	
	
	
	

	
	
	介護従業者
	
	
	
	
	

	
	
	その他従業者
	
	
	
	
	

	
	　兼務の内容　※例　管理者と介護支援専門員等
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	確保見込み

	
	
	管理者
	□確保済　□見込有　□今後募集
	

	
	
	介護支援専門員
	□確保済（　）　□見込有（　）□今後募集（　）
	

	
	
	看護職員
	□確保済（　）　□見込有（　）□今後募集（　）
	

	
	
	介護従業者
	□確保済（　）　□見込有（　）□今後募集（　）
	

	
	
	その他従業者
	□確保済（　）　□見込有（　）□今後募集（　）
	

	
	
	※確保済とは、応募法人等の運営する既存事業所等に配置されている職員で、新設施設への異動について内諾を得ている者とする。

※見込有とは、応募法人等に所属する者以外の者で新設施設での勤務について内諾を得ている者とする。
※（　）内には、人数を記入すること。
	

	
	

	事業所整備に係る資金計画
	　事業費（支出）
土地購入費（造成費含む）

円

設計・監理費

円

工事費（建物購入費含む）

円

開設準備費

円

合　　　計

円

　資金内訳（収入）
自己資金

円

借入金

円

補助金

整備補助金
開設準備補助金

円

円

合　　　計

円

※開設準備費とは、備品購入費、開設前に雇用した職員の人件費、広報費等を言う。
※借入を予定する場合は、別途返済計画の詳細（任意様式）を添付して下さい。

	事業(資金)収支計画
	（事業開始１年目）
　収入の部

科　目
金　額
内訳・内容
介護報酬
（利用者負担分含む）

円
要支援１　  人×12月＝             円

要支援２　  人×12月＝             円
要介護１　  人×12月＝             円
要介護２　  人×12月＝             円
要介護３　  人×12月＝             円
要介護４　  人×12月＝             円
要介護５　  人×12月＝             円
食費
円
昼食のみ利用者平均/日　    人×365日

全食利用者平均/日　　　    人×365日
宿泊費
円
宿泊利用者平均/日　　　    人×365日
その他の収入
円
合　計

円
　支出の部
科　目
金　額
内訳・内容
人件費
(給与・賞与・社会保険料、福利厚生費ほか全て含む)

円
管理者     月額        円×１人×12月
介護支援専門員 月額        円×  人×12月
介護従業者 月額        円×  人×12月
看護職員 月額        円×  人×12月
その他従業者 月額        円×  人×12月

食材費(給食費）
円

光熱水費

円

燃料費　　　　　　　　　 　　　　　円

電気代　　　　　　　　　 　　　　　円

水道・下水道使用料　　　 　　　　　円

その他　　　　　　　　　 　　　　　円

委託費

円

設備等保守管理委託料　　 　　　　　円
その他委託料　　　　　　 　　　　　円
使用料及び賃借料

円

土地・建物賃借料　　　　　　　　　 円

車両リース料等　　　　　　　　　　 円

機器リース料等　　　　　　　　　　 円

その他使用料等　　　　　　　　　　 円

修繕料

円

その他事務費

円

　　　　　　　　　　　　　　　　　 円

　　　　　　　　　　　　　　　　　 円

　　　　　　　　　　　　　　　　　 円

借入金返済
円

合　計

円
年間事業(資金)収支差額                  円（収入の部－支出の部）

※極力上記様式の科目に合うよう収支計画を作成して下さい。（ただし内訳・内容については様式を適宜追加、修正して下さい。）どうしても上記科目に該当しない多額の経費等が予想される場合は、科目欄を追加して下さい。
※租税公課、減価償却費、備品購入費は、計上しないで下さい。
※人件費の月額単価は、給与・賞与等の人件費総額を12で除して計算して下さい。

	事業(資金)収支計画
	（事業開始２年目）

　収入の部

科　目
金　額
内訳・内容
介護報酬

（利用者負担分含む）

円

要支援１　  人×12月＝             円

要支援２　  人×12月＝             円

要介護１　  人×12月＝             円

要介護２　  人×12月＝             円

要介護３　  人×12月＝             円

要介護４　  人×12月＝             円

要介護５　  人×12月＝             円
食費

円

昼食のみ利用者平均/日　    人×365日

全食利用者平均/日　　　    人×365日
宿泊費

円

宿泊利用者平均/日　　　    人×365日
その他の収入
円
合　計

円
　支出の部

科　目
金　額
内訳・内容
人件費

(給与・賞与・社会保険料、福利厚生費ほか全て含む)
円

管理者     月額        円×１人×12月
介護支援専門員 月額        円×  人×12月

介護従業者 月額        円×  人×12月

看護職員 月額        円×  人×12月
その他従業者 月額        円×  人×12月
食材費(給食費）

円

光熱水費

円

燃料費　　　　　　　　　 　　　　　円

電気代　　　　　　　　　 　　　　　円

水道・下水道使用料　　　 　　　　　円

その他　　　　　　　　　 　　　　　円

委託費

円

設備等保守管理委託料　　 　　　　　円
その他委託料　　　　　　 　　　　　円
使用料及び賃借料

円

土地・建物賃借料　　　　　　　　　 円

車両リース料等　　　　　　　　　　 円

機器リース料等　　　　　　　　　　 円

その他使用料等　　　　　　　　　　 円
修繕料

円

その他事務費

円

　　　　　　　　　　　　　　　　　 円

　　　　　　　　　　　　　　　　　 円

　　　　　　　　　　　　　　　　　 円

借入金返済

円

合　計

円
年間事業(資金)収支差額                  円（収入の部－支出の部）

※極力上記様式の科目に合うよう収支計画を作成して下さい。（ただし内訳・内容　　については様式を適宜追加、修正して下さい。）どうしても上記科目に該当しな

　い多額の経費等が予想される場合は、科目欄を追加して下さい。

※租税公課、減価償却費、備品購入費は、計上しないで下さい。

※人件費の月額単価は、給与・賞与等の人件費総額を12で除して計算して下さい。

	事業(資金)収支計画
	（事業開始３年目）

　収入の部

科　目
金　額
内訳・内容
介護報酬

（利用者負担分含む）

円

要支援１　  人×12月＝             円

要支援２　  人×12月＝             円

要介護１　  人×12月＝             円

要介護２　  人×12月＝             円

要介護３　  人×12月＝             円

要介護４　  人×12月＝             円

要介護５　  人×12月＝             円
食費

円

昼食のみ利用者平均/日　    人×365日

全食利用者平均/日　　　    人×365日
宿泊費

円

宿泊利用者平均/日　　　    人×365日
その他の収入
円
合　計

円
　支出の部

科　目
金　額
内訳・内容
人件費

(給与・賞与・社会保険料、福利厚生費ほか全て含む)
円

管理者     月額        円×１人×12月
介護支援専門員 月額        円×  人×12月

介護従業者 月額        円×  人×12月

看護職員 月額        円×  人×12月
その他従業者 月額        円×  人×12月
食材費(給食費）

円

光熱水費

円

燃料費　　　　　　　　　 　　　　　円

電気代　　　　　　　　　 　　　　　円

水道・下水道使用料　　　 　　　　　円

その他　　　　　　　　　 　　　　　円

委託費

円

設備等保守管理委託料　　 　　　　　円
その他委託料　　　　　　 　　　　　円
使用料及び賃借料

円

土地・建物賃借料　　　　　　　　　 円

車両リース料等　　　　　　　　　　 円

機器リース料等　　　　　　　　　　 円

その他使用料等　　　　　　　　　　 円
修繕料

円

その他事務費

円

　　　　　　　　　　　　　　　　　 円

　　　　　　　　　　　　　　　　　 円

　　　　　　　　　　　　　　　　　 円

借入金返済

円

合　計

円
年間事業(資金)収支差額                  円（収入の部－支出の部）

※極力上記様式の科目に合うよう収支計画を作成して下さい。（ただし内訳・内容については様式を適宜追加、修正して下さい。）どうしても上記科目に該当しな

い多額の経費等が予想される場合は、科目欄を追加して下さい。

※租税公課、減価償却費、備品購入費は、計上しないで下さい。

※人件費の月額単価は、給与・賞与等の人件費総額を12で除して計算して下さい。

	自　　由　　記　　述　　欄

	（事業への意欲、アピール事項、併設事業、加算報酬の算定予定等自由にご記入下さい。記入は任意ですが、選定審査の際の評価対象とします。）



事業計画書様式はここまでです。
